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は じ め に
　銀行取引約定書においては，また，消費者ローン契約書などの個別契約書に
おいても，期限の利益喪失条項が規定されている。銀行がローン債権などの貸
付債権を他行に譲渡した場合において，譲渡銀行の約定書等の期限の利益喪失
条項は譲渡債権に随伴するのか，しないのか。
　本稿は，銀行等の金融機関間の債権譲渡を想定して，銀行取引約定書におけ
る期限の利益喪失条項の随伴性の問題について，検討を試みるものである。期
限の利益喪失条項の随伴性について，これを主たる論点とする先行研究はこれ
までは少ないようであり，この検討には価値があるものと思考する。検討の手
順としては，まず問題状況と学説の整理を行ない，その結果を踏まえて，この
随伴性の問題を検討することとしたい。
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Ⅰ　問題状況と学説の整理
１ 　全国銀行協会「消費者ローン契約書（参考例）」
　銀行の貸付債権が他行に譲渡された場合，譲渡債権につき，譲受銀行におけ
る銀行取引約定書の期限の利益喪失条項は適用されるのか，されないのか。こ
の問題を先に検討する。銀行は，銀行取引約定書を締結した取引先に対する債
権を融資取引によらない取引により取得する場合があり，譲受銀行が譲渡銀行
から債権譲渡により譲渡債権を取得する事例がその適例であろう。この場合，
譲受銀行の債権取得については，融資取引（直接取引）により債権を取得した
ものではなく，いわゆる間接取引による債権の取得である。間接取引による債
権については，譲受銀行の銀行取引約定書は適用されない，とする見解がすで
に銀行取引約定書（ひな型）の制定当時の関係者から示されていた。すなわち，
銀行取引約定書第 1条（適用範囲）では，それは適用外と解されていたのであ
り，したがって，上記の問題は否定に解される。ここに，期限の利益喪失条項
の随伴性を検討することが問題となるのである。なお，銀行実務では，ローン
のみの融資では消費者ローン契約書を締結し，銀行取引約定書を締結していな
いようである。
　ローン債権の譲渡については，全国銀行協会「消費者ローン契約書（参考
例）」（1986年制定）に関連する規定がある。ローン債権の譲渡に関しては，改
正前第14条 1 項において，住宅抵当証券による債権譲渡について借主があらか
じめ承諾する旨を定めていたところ，全国銀行協会は，1999年 4 月 2 日，この
規定を，債権譲渡の可能性を借主にあらかじめ知らせておくことを目的とした
内容に見直（変更）した。
　すなわち，消費者ローン契約書［参考例］（1999年 4 月 2 日見直し）では，改
正前第14条（債権譲渡）を改正後第13条（債権譲渡）に移設し，その第 1項を，
1）
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鈴木正和「期限の利益喪失条項の対内効（五条関係）」堀内仁先生傘寿記念・銀行取引約定書
──その理論と実際131頁（経済法令研究会，1985年）。
1）
「銀行は，将来この契約による債権を他の金融機関等に譲渡（以下本条において
は信託を含む）することができます。」と改めた（この点につき，債権譲渡の可能性
を借主に予め知らせておくことを目的とした内容に見直すこととした旨，解説されてい
る）。
・全国銀行協会「消費者ローン契約書［参考例］」（1999年見直し後）
第13条（債権譲渡）
1　銀行は，将来この契約による債権を他の金融機関等に譲渡（以下本条にお
いては信託を含む）することができます。
2　前項により債権が譲渡された場合，銀行は譲渡した債権に関し，譲受人
（以下本条においては信託の受託者を含む）の代理人になるものとします。借主
は銀行に対して，従来どおり借入要項に定める方法によって毎回の元利金返
済額を支払い，銀行はこれを譲受人に交付するものとします。
　上記同条の規定内容からすると，銀行が有するローン債権については，同契
約書において譲渡禁止特約がないため，自由に債権譲渡をすることができる。
第 1項については，債権譲渡がある可能性を借主にあらかじめ知らせておくこ
とを目的としたものである。預金債権については譲渡禁止特約があるのに，
ローン債権については譲渡自由であることは，非対称的・片面的であるともい
える。第 2項では，債権が譲渡された場合，譲渡銀行は譲渡した債権に関し，
譲受銀行の代理人になるものとする旨定められている。ローンの借主は譲渡銀
行に従来どおり借入要項に定める方法によって毎回の元利金返済額を支払い，
譲渡銀行はこれを譲受銀行に交付することとなり，今後のローン返済につきな
んら支障を生じないものと考えられている。
2）
債権譲渡における期限の利益喪失条項の随伴性（宮川）
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〈資料〉全国銀行協会「消費者ローン契約書（参考例）の見直しに関する検討結果」金融法務
事情1547号41頁（1999年）。
2）
２ 　JSLA「貸付債権譲渡に関する契約書」
　2001年 1 月には，多数の金融関係者（銀行，証券会社・生損保等）が参加して，
日本ローン債権市場協会（JSLA）が設立された。JSLAは，日本におけるロー
ン債権の流動性を高め，ローン債権のプライマリー市場，セカンダリー市場を
拡大，発展させるための活動の一環として，同年 6月には，「貸付債権譲渡に
関する基本契約書」および「貸付債権譲渡契約書」を公表した。いずれも正常
債権（債務がその履行期限までに本旨に従い履行されているもの）を対象債権として
いる。その後，同年，貸付債権譲渡に関する法的問題につき金融法務有識者に
よる座談会が開催されたが，その内容が金融法務誌上に掲載された。期限の利
益喪失条項の随伴性に関する発言内容の一部（筆者文責によるまとめ）は以下の
とおりである。
・片岡義広弁護士の見解
期限の利益喪失約款は貸付契約の付款として定められたものである。要件事
実論では，金銭消費貸借は貸借型の契約であり，弁済期の定めが要件になり，
付款たる期限の利益喪失条項を譲受人も主張できることになる。原則は，譲
渡銀行の銀行取引約定書が譲受銀行に随伴するはずである。譲受債権につい
ても銀行取引約定書を適用する旨の記載があれば，原則として，両方の銀行
取引約定書が適用されることになるのか。
・塩澤和彦氏（三井住友銀行）の見解
期限の利益喪失約款の「貴行」は，譲渡された場合には，原貸付人のままか
譲受人になるのかを明かにして置く必要がある。銀行取引約定書では，第三
者から購入した債権については適用範囲外ではないのか。
・道垣内弘人教授の見解
債権譲渡で付款たる期限の利益喪失条項を当然に譲受人が主張できるという
見解はそのとおりだと思う。譲渡があったら，今度は譲受銀行の銀行取引約
3）
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片岡義広ほか「〈座談会〉貸付債権譲渡に関する法的問題── JSLA契約書ひな型を契機とし
て」金融法務事情1626号 8 頁（2001年）。
3）
定書が適用されるのだと，将来解釈が動いていく可能性もある。
・森下哲朗教授（司会）の見解
期限の利益喪失条項に限れば，貴行とは，債権者である貴行のことである。
期限の利益喪失条項は債権譲渡に当然に随伴すると考えられる。
・吉田正之弁護士の見解
当事者が債権譲渡を意識していないから適用を否定するというのではなく，
その空白をどう埋めるのかという問題である。借主からすると期限の利益喪
失約款があることはほぼ常識であり，譲渡に随伴することは不意打ちではない。
　上記のとおり，座談会出席者は，期限の利益喪失条項の随伴性を肯定してい
たように思われる。しかし，この座談会では触れられていないものの，銀行取
引約定書改定（昭和52年改定）後の銀行における付随業務（銀行法第10条第 2項）
の近時の発展と拡大を無視することはできないであろう。すなわち，昭和57年
の銀行法の全面改正により「金銭債権（譲渡性預金証書その他の内閣府令で定める
証書をもって表示されるものを含む。）の取得又は譲渡」は銀行の付随業務の一つ
として認められるにいたったのである（同項 5号）。金銭債権の取得とは，資金
運用または債権取立のためにするものであり，金銭債権の譲渡とは，弁済期前
の資金回収を可能とするためにするものであろう。このような付随業務の発展
状態は，銀行取引約定書の解釈にも影響を及ぼすものであろう。
　貸付債権譲渡に関する基本契約書第 3条（個別譲渡取引の実施）の論点として，
JSLA平成13年版の解説（監修：長島・大野・常松法律事務所）は，「貸付債権の
譲渡に伴い貸付債権に関連する権利又は利益（担保・保証等に関する権利又は利
益も含みます。）のうちどの範囲のものが移転するのかについては事案によって
必ずしも明らかではありません。特に，銀行取引約定書に基づく貸付債権の譲
渡にあたっては，銀行取引約定書が原債務者と銀行の取引全般をカバーするも
のであることから，債権譲渡に伴い銀行取引約定書上の権利又は利益のうちど
4）
5）
債権譲渡における期限の利益喪失条項の随伴性（宮川）
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小山嘉昭・詳解銀行法175頁～185頁（金融財政事情研究会，2004年）。
龍田節「銀行業務の範囲と種類」鈴木禄弥＝竹内昭夫編・金融取引法大系第 1巻68頁（有斐閣，
1983年）。
4）
5）
の範囲のものが随伴するかの判断には困難を伴います。今まで行われた多くの
貸付の契約書等は，その後の貸付債権の譲渡を十分意識することなく作成され
てきました。これらについては，実際の譲渡の実情を踏まえて，今後意味ある
判断基準を提案できれば幸いと思います。今後行われる貸付の契約書等は，そ
の後の貸付債権の譲渡を十分意識して注意深く作成することが望まれます。」
としていた。
３ 　貸出債権市場協議会「貸出債権市場協議会報告書」
　貸出債権市場協議会（平成14年12月17日，全銀協を事務局として設置）は，貸出
債権取引市場の拡大のため議論をしてきたところ，提題の本報告書を平成15年
3 月に公表した（2003年）。同報告書では，期限の利益喪失事由は弁済期の定め
に関する付款として，債権発生時にその内容になっているとしていた。
4 　全国銀行協会金融法委員会「ローン債権の譲渡に伴う契約条項の移転」
　わが国におけるローン債権の市場性を向上させることは，金融・経済上の大
きな課題である。2004年 3 月23日，全国銀行協会金融法委員会は，ローン債権
の譲渡取引ではいかなる条項が譲渡とともに移転するのかが必ずしも明らかで
はなく，その明確化を求める実務界の要請に応じて，掲題の報告書をまとめて
公表した。同報告書では，ローン契約の条項を次の四つに類型化している。
・ローン債権およびローン債権に法律上随伴する権利の内容を構成する条項
（第一類型）
・貸付人のその他の権利・権限を定める条項（第二類型）
・借入人の抗弁を構成する条項（第三類型）
・貸付人の債務・責任の内容を構成する条項（第四類型）
　上記の第一類型が本稿のテーマに関係する。
6）
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日本ローン債権市場協会ローン・セカンダリー委員会「貸付債権譲渡に関する基本契約書及び
貸付債権譲渡契約書（JSLA平成13年版）の解説」 9頁（2001年）。
6）
第一類型の契約条項の移転可能性
　ローン債権およびローン債権に法律上随伴する権利の内容を構成する契約条
項は，譲渡当事者間のローン債権譲渡の合意に従って当然にローン債権の譲受
人に移転し，ローン債権の譲渡に係る債務者対抗要件の具備により，ローン債
権の譲受人は，借入人に対してこれらの権利を主張することができることにな
る。ただし，借入人は，異議なき承諾をしない限り，発生済みの抗弁を譲受人
に対して主張できる。
　ある契約条項がローン債権およびローン債権に法律上随伴する権利の内容を
構成するか否かは，ローン契約条項の客観的性質によって決まるものであるが，
ローン債権の元本，利率，弁済期，弁済方法を定める条項，流質・流抵当特約，
連帯保証条項などがこれに含まれると考えられる。期限の利益喪失特約につい
ては，［期限の利益喪失特約および期限前弁済特約］として，「期限の利益喪失
特約は，期限の利益喪失事由の発生により支払期限前に債権の弁済期を到来さ
せる特約であり，他方，期限前弁済特約は，債務者による支払期限前の弁済を
認める特約であることから，いずれも債権の弁済期を定める特約であるといえ
る。したがって，ローン債権の内容を構成する契約条項として，ローン契約の
当事者間においてのみ成り立ち得るような特殊な規定を除き，債権譲渡に伴い
当然に移転するものと考えられる。」とされていた。このように，報告書は，
期限の利益喪失事由の定めは債権の内容を構成する条項として移転する旨述べ
ていた。
7）
8）
9）
債権譲渡における期限の利益喪失条項の随伴性（宮川）
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貸出債権市場協議会報告書は，「一般金銭債権と異なり，貸出契約上の権利には貸出債権の要
素とはならない特約条項（銀行取引約定書等に規定される）が存在する。債権譲渡とは債権の同
一性を維持して移転を行うものであり，債権の内容となっていない特約は当然に随伴するもので
はない。」とした上で，「銀行取引約定書上の規定であっても，それに基づく貸出債権が発生する
と同時に債権の内容となったり，債権の付款として効力が発生するものは，債権が譲渡された場
合に債権に随伴すると考えられる。」として，債権の内容となっている特約は債権譲渡に随伴す
る旨述べている（2003年）。
全国銀行協会金融法委員会「ローン債権の譲渡に伴う契約条項の移転」 5頁（2004年）。
貸出債権市場協議会報告書は，「貸出債権は消費貸借契約に基づく債権であり，弁済期の定め
が要件になるため，弁済期の定めに影響する期限の利益喪失事由は弁済期の定めに関する付款と
して，債権発生時にその内容になっていると考えられる。」とし，期限の利益喪失事由の定めが
債権の内容を構成する旨述べている。
7）
8）
9）
５ 　JSLA「貸付債権等譲渡に関する契約書（問題債権用）」
　日本ローン債権市場協会は，2005年11月15日，ホームページ上に「貸付債権
等譲渡に関する基本契約書（問題債権用）」および「貸付債権等譲渡契約書」
（個別契約書）（以下「推奨契約書」という）およびその「解説書」（以下，推奨契約
書と合わせて「推奨契約書等」という）を公表した。基本契約書および個別契約書
は，問題債権の譲渡取引に用いられることを主に念頭に置いて作成されている。
推奨契約書は，債務者が法人で，金融検査マニュアルにおける要管理先以下の
場合に使用することを想定している。「推奨契約書」の法的ポイントに関する
解説によると，「銀行取引約定書の各条項の承継」については，以下のような
内容である。
　銀行貸付のうちの証書貸付は，銀行取引約定書と金銭消費貸借契約書によっ
て成立しており，期限の利益の喪失条項等，重要な事項については銀行取引約
定書の規定が及ぶとされるのが通常であると考えられる。また，銀行取引約定
書ではなくても，金融取引約定書その他取引約定書に基づいて個々の金銭消費
貸借取引が行われていることもある。
　そこで，金銭消費貸借契約書に基づく個別の債権譲渡に際して，銀行取引約
定書等の取引約定書の各条項のうち，どの範囲のものが債権譲渡後に，譲受人
と原債務者との間でも適用される（＝承継される）のかが問題となる。
　この点，基本契約書の作成に際しては，原則として個別の貸付に適用され得
るすべての取引約定書等の規定が適用（承継）され得るという前提のもとで，
実務的な対応として，少なくとも譲渡当事者間ではこれらの規定が広く適用
（承継）される旨を合意することとしている（基本契約書 1条（30））。すなわち，
譲渡対象である「本件貸付債権」の定義において，「譲渡人と原債務者との間
で銀行取引約定書，金融取引約定書，その他の基本契約が存在する場合には，
当該基本契約に基づき当該貸付債権に適用され得る一切の権利（担保・保証の
10）
11）
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佐藤正謙＝丸茂彰「『貸付債権等譲渡に関する契約書（問題債権用）』の主要な法的ポイント」
金融法務事情1759号53頁（2006年）。
佐藤（正）＝丸茂・前掲註10論文58頁。
10）
11）
提供を求める権利，調査権および報告請求権等を含むが，これらに限られない。）を含
む」として，譲渡の対象となる債権には，取引約定書等に基づく権利が広く包
含されることを明示している。銀行関係者は，「債権譲渡における銀行取引約
定書等の随伴性については議論があるが，推奨契約書では，少なくとも売手，
買手の当事者間において広い範囲で随伴すると合意することにした」としてい
た。このように譲渡銀行と譲受銀行間に合意があっても，債務者の承諾がない
ものとすれば，期限の利益喪失条項の随伴性の問題は存続することになる。
６ 　全国銀行協会「銀行取引に係る債権法に関する研究会報告書」
　全国銀行協会「銀行取引に係る債権法に関する研究会」は，平成19年 4 月，
本報告書を取りまとめて公表した（平成18年 6 月から平成19年 3 月までに計 8回の
会合を開催した）。この報告書で本稿に関係するものは，債権譲渡に関する論点
（同報告書29～39頁参照）である。報告書の「はしがき」をみると，「成果につ
いても，銀行界の意見書的な性格のものではなく，研究会報告書として，中立
的な立場で，指摘された様々な意見等を両論併記的に記載し，将来の検討の参
考資料として利用されることを目的にすることとした」，とある。このような
表現があることからして，この報告書は，論点の洗い出しと論点整理の性格を
有するものと思考される（報告書は，詐害行為取消権に係る論点，保証に係る論点，
債権譲渡に係る論点，相殺に係る論点，委任に係る論点，の五つで構成されている）。
債権譲渡に係る論点では，契約条項の随伴性・契約上地位の譲渡の問題として，
「随伴性」アプローチ，「契約上地位の移転」アプローチ，の二つに区分して
説明されている。以下，それらを原文に近い形で引用して概観する。
①　「随伴性」アプローチ
　例えば，ローン債権の条項に関する先駆的な研究によれば，各条項を四つの
12）
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渋谷愛郎「『貸付債権等譲渡に関する契約書（問題債権用）』およびその『解説書』の公表」金
融法務事情1759号52頁（2006年）。
12）
類型に分け，債権譲渡と債務引受の組み合わせの分析アプローチにより，検討
を行っている。このように考えると，具体的には，上記金融法委員会報告
（「ローン債権の譲渡に伴う契約条項の移転」）によれば，各条項を四つの類型に分
け，期限の利益喪失条項については次のとおり考えることになる。
　すなわち，債権に法律上付随する権利の内容を構成する条項（相殺禁止，期
限利益喪失条項等）については，権利は当然に移転する。なお，債務者対抗要件
具備により，譲受人は借入人に主張できる。借入人は，異議なき承諾をしない
限り，発生済みの抗弁権を主張できる（他の三つの類型は省略）。
　以上のアプローチは，現行民法の基本的考え方に沿った内容であり妥当な結
論を導くことが期待される。
②　「契約上地位の移転」アプローチ
　別のアプローチとして，「契約上の地位の移転」アプローチが考えられる。
前述のとおり，契約上の地位の移転に相手方の合意が必要となるが，実際的に
は，債権譲渡時改めて合意を取得することは必ずしも容易ではない。他方，例
えばローン契約書上での承諾を得ておくことは実際上困難でないだろうから，
実務ニーズとしては，かかる事前の包括的な承諾が契約上の地位の移転に関し
て有効であるかという点が問題となる。この点，現行解釈上，少なくとも事前
の同意は，（第三者との関係は別として）当事者間では有効と考えられる。しかし，
例えば，「譲渡先が誰であれ契約移転がなされた場合にはこれを同意する。」と
いった包括的な事前同意は有効なのか，という疑問が生じる余地がある。
７ 　「〈座談会〉銀行取引から見た債権法改正の検討課題」
　民法の債権法改正の動向を背景にして，2007年に金融法務誌上に掲載された
本座談会は，銀行取引から見て債権法改正においてどのような検討課題がある
13）
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中田裕康ほか「〈座談会〉銀行取引から見た債権法改正の検討課題」金融法務事情1800号 6 頁
以下（2007年）。
13）
のかについて，銀行実務家と民法研究者間で話し合われたものである。座談会
でとりあげられた「個別テーマの検討」では，期限の利益喪失条項を検討対象
にしてはいないものの，関連した発言として，「期限の利益喪失条項に限ると，
それが合意の第三者効の問題であるのかは疑問であり，内部的にそれが起これ
ば相殺適状になるので相殺できるというだけではないか。」，また，「抽象的な
債権の譲渡ではなく，契約から発生し，その契約の定めを引き継いだ形での債
権が移転していくと考えるべきではないか。すべての債権譲渡を契約上の地位
が移転すると考えるべきか，すべての契約条項が移転すると考えるべきかとい
う点については，私に定見があるわけではない」との発言があった。しかし，
この点については，座談会でこれ以上，さらに深く議論されてはいない。
　以上が，簡単ではあるが問題状況，学説の整理，各種研究報告書のあらまし
である。
Ⅱ　期限の利益喪失条項の随伴性についての検討
⑴　契約上の地位移転の類型
　契約は，契約を締結した当事者を拘束する。契約は当事者のみを拘束すると
いう面からみると，譲渡銀行と譲受銀行の二者間の債権譲渡契約の効力は，こ
の二者間において生じるのであって，債権譲渡契約に関与していない債務者
（借主）にまでその効力は及ぶことはないと考えられる。そうすると，譲渡銀
行と譲受銀行間の債権譲渡契約という個別契約により，譲渡銀行の期限の利益
喪失条項は移転しないとみることができる。債務者はこれにつき意思表示をし
ていないからである。この見解に立脚することを前提として，譲受銀行の銀行
取引約定書の適用範囲として譲受債権につきこれを適用することはできるので
あろうか。先に検討したとおり譲受債権につき譲受銀行の銀行取引約定書の適
用を否定する立場では，譲渡債権につき譲渡銀行の銀行取引約定書も譲受銀行
の銀行取引約定書も適用されにないことになってしまう。このような結果を招
14）
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道垣内弘人・前掲註13座談会発言17頁，29頁。14）
来する解釈は合理的な解釈ではなかろう。また，譲渡債権の債務者たる者が，
債権譲渡を意識ないし認識していた場合にはこれを肯定し，そうでない場合に
はこれを否定する，という見方は適切であろうか。債権譲渡における譲受銀行
は債権の譲受後は利息を受け取るのであるから，これに類似する立場にある者
として土地の賃貸人を想起しうる。最高裁判例は，所有権とともに賃貸人たる
地位を他に譲渡することは賃貸人の義務の移転を伴うが，特段の事情がない限
り，賃借人の承諾を必要としないとしている（最判昭和46年 4 月23日民集25巻 3
号388頁）。期限の利益喪失条項は，債務者の承諾がないことを理由に随伴性を
否定することは適当とは思われない。この場合，期限の利益喪失条項の随伴性
を肯定することが相当である。
　「契約当事者の地位の移転」は，「特定の財産の譲渡に伴う」場合と，「合意
に基づく」場合の二つの類型に分けることができる。後者の要件については，
主として継続的契約であり，かつ双務契約であるとみられており，また，対象
となる契約は譲渡可能でなければならないとされる。契約は原則として他の財
産権と同じく原則として譲渡可能と考えられている。筆者は，債権譲渡にとも
ない，すなわち特定の財産の譲渡にともない，原契約上の地位が移転する，と
考えるものである。まずはこのような論理を，期限の利益喪失条項の随伴性を
肯定する根拠としたい。前者の場合には，相手方の承諾は不要であり，後者の
場合には，原則として相手方の承諾が要件とされている。そして，効果につい
ては，前者においては譲渡人の契約関係からの離脱が認められ，後者において
は譲渡人の免責のためには相手方の承諾が必要となる。
　学説では，債権譲渡がその効力を生ずると，債権はその同一性を失わないで
譲受人に移転するものであり，当事者間に別段の約定がないかぎり，その債権
15）
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18）
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野澤正充・契約譲渡の研究358頁，359頁（弘文堂，2002年）。
野澤・前掲註15書361頁。
我妻栄・新訂債権総論580頁（岩波書店，1964年），椿寿夫「債務引受，契約引受」西村信雄
編・注釈民法（11）474頁（有斐閣，1965年），野澤・前掲註15書362頁。
野澤・前掲註15書364頁。
野澤・前掲註15書364頁。
15）
16）
17）
18）
19）
に付従していた利息債権・違約金債権・根担保を除く特定の担保権，根保証を
除く特定の保証債権などの従たる権利は，当然に譲受人に移転するものと解さ
れている。これは従たる権利の随伴性に基づく当然の移転であるから，従たる
権利については別段の譲渡行為を要しないし，主たる権利の譲渡について対抗
要件を具備すれば，従たる権利の移転について別段の対抗要件を必要としない，
と考えられているのである。期限の利益喪失条項については，これを従たる権
利とみるよりも，広義では弁済期の特約としてまた債権発生原因としてとらえ
るべきものであり，債務者に不利益を及ぼすような特段の事情がないかぎり，
期限の利益喪失条項は，債権譲渡に随伴するものと考えるのが相当である。
⑵　基本契約における各条項の移転可能性
　佐藤孝幸弁護士は，その著書において次のような見解を示された。すなわち，
「原契約が銀行取引約定書のような継続的取引を前提とした基本契約を含む場
合，そこには，期限の利益喪失条項，追加担保条項といった様々な合意・特約
条項が規定されているが，こうした原契約に規定されている特約条項も，債権
譲渡に伴い移転し，譲受人との間で効力を有するのかという点が問題となる。
一般的には，原契約で合意された特約条項が，債権譲渡に随伴して移転し，原
債務者と譲受人との間で効力を有するか否かの判断は，原契約における特約の
性格によると考えられている。すなわち，基本契約における当事者間の合意事
項の中には，期限の利益喪失条項のように，本質的に個別の債権・債務に適用
されることを前提として規定されている条項もあれば，追加担保条項，充当指
定条項のように，当事者間に継続的取引関係が存在すること，言い換えれば，
多数の債権・債務関係が存在することを前提に規定されている条項もある。し
たがって，基本契約から生じた債権のうち，ある特定の債権だけが譲渡の対象
となった場合，基本契約で合意された条項のうち，いかなる条項が，債権譲渡
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奥田昌道・債権総論（増補版）425頁（悠々社，1992年）。
奥田・前掲註20書425頁。
佐藤孝幸・実務　契約法講義（第 4版）208～210頁（民事法研究会，2012年）。
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に伴い，その効力が移転するのかということを判断するにあたっては，その条
項を合意した契約当事者の意思を合理的に解釈することにより，原契約締結時
において，当事者が個別の債権に随伴させることに合意していたと考えられる
条項のみが，債権譲渡に伴って移転すると解すべきであろう。」
　「以上を前提に事例研究19の事案［筆者註．譲渡銀行Ａ，譲受銀行Ｙ，債務
者Ｘにおいて，ＡのＸに対する債権を譲渡債権として，ＡＹ間の債権譲渡契約
により，右譲渡債権をＹ銀行に移転させた場合において，Ｙ銀行はＡＸ間の銀
行取引約定書の期限の利益喪失条項をＸに主張ないし随伴させうるか。ただし
ＹとＸには継続的取引関係はない事案］を考えてみると，期限の利益喪失条項
は，単発の融資を受ける際にも，貸主と借主との間において，通常，約定され
る特約条項であり，銀行取引約定書のみならず，売買基本契約といった一般的
な基本契約にも，必ずといってよいほど盛り込まれる条項である。
　したがって，金銭の貸借にかかわる契約において，期限の利益喪失条項が約
定されることは，いわば借主の常識といっても過言ではない。つまり，Ｘ社と
しては，貸主がＡ銀行であろうと，Ｙ銀行であろうと，Ｘ社に期限の利益喪失
条項に列挙された事由が生じれば，即時に一括弁済を迫られるであろうことを
覚悟していたと合理的に推測することができる。そうであれば，Ｘ社とＡ銀行
との間で合意された期限の利益喪失条項の効力は，債権譲渡に伴って移転し，
その結果，Ｙ銀行はＸ社に対して，期限の利益の喪失を主張することができる
と解すべきであろう。」とされていた。
　債務者が覚悟していたことを合理的に推測できるから期限の利益喪失条項は
譲渡にともない移転する，という上記の説明については，同条項の主体の変更
により債務者に特に不利益は生じないものと思考する。
⑶　債務者に不当な不利益が生じる場合
　契約上の地位の移転が譲渡人・譲受人だけの契約でなされる場合にどのよう
な要件のもとで効力を有し，その効果はどうなるかという点については，契約
類型および当事者に応じて個別具体的に考えるべきものであろう。銀行等金融
23）
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機関間の債権譲渡を問題とする場合において，譲受銀行が，債務者に対して，
譲渡銀行の銀行取引約定書の期限の利益喪失条項を主張して，その随伴性を肯
定することは，下記のとおり，債務者に不利益を与えないかぎり，許容される
べきものである。
　債務者に不当な不利益を与える場合には，この随伴性を否定してよいであろ
う。たとえば，譲渡銀行との間で貸出金の弁済期延長の合意が確定していたの
に，譲渡銀行が一方的にこれを拒絶するため，債権譲渡をして離脱と免責を主
張する（譲渡後は債権者になった譲受銀行に対していえと主張する）その一方で，譲
受銀行が合意を否定し期限の利益喪失を主張し反論するような場合が想定され
る。このように債務者に不利益が生ずる場合には，譲渡銀行，譲受銀行を，併
存的債務引受けの関係を負うものとして，扱うべきものであろう。
⑷　債務者の利益状況
　期限の利益喪失条項の随伴性の問題については，債務者の利益状況を基点に
して判断する必要がある。債務者は，債権譲渡を承諾していなかったにせよ，
自ら信頼関係を破壊するような期限の利益喪失事由を生ぜしめなければ，期限
の利益の喪失を受けることはないのであるから，債権者の主体に変更があって
も（譲受人は銀行等の金融機関に限られる），そのことから直ちに不利益を受ける
とはいえない。また，債務者が自ら期限の利益喪失事由を生ぜしめておきなが
ら，銀行取引約定書の締結を譲受銀行としたものではないと反論するのもいさ
さか身勝手である。債務者に不当な不利益を生ぜしめない限り，期限の利益の
喪失条項は譲渡債権に随伴する，と考えることが相当である。同条項の随伴に
より債務者の権利行使が阻止されるような不利益が生じるものとは想定されな
いのである。
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星野英一・民法概論Ⅲ（債権総論補訂版）230頁（良書普及会，1984年）。
我妻・前掲註17書581頁。椿・前掲註17書427頁以下。
椿・前掲註17書478頁，479頁の解除権の取扱いの説明から示唆を受けた。
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お わ り に
　銀行取引約定書における期限の利益喪失条項は，貸付債権が譲渡された場合
に随伴するのか，しないのか，これを肯定する場合には，いかなる論理構成に
依拠するのかという点につき，本稿では，銀行等金融機関間の貸付債権譲渡を
対象にして検討を加えた。検討の結果，債務者に特に不利益が生じないことな
どから，同条項の随伴性を肯定する結論に達した。しかし，なお検討を加える
べき点があろう。譲受債権につき譲受銀行の銀行取引約定書が適用されること
を検討することは，その一例であろう。この問題は，今後とも議論を重ねるべ
き課題である。
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道垣内弘人・前掲註 3座談会発言15頁参照。
樋口孝夫＝澤山啓伍＝工藤靖「シンジケートローン債権の譲渡の基礎理論と電子記録債権制度
への適用（上）（下）」金融法務事情1848号 8 頁以下，1849号44頁以下（2008年）も本稿の問題検
討において参考にした。
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